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セキスイハイム中四国株式会社

代表取締役　福本佳史

貸    借    対    照    表

(単位：円)

科 目金        額 科 目金        額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

13,571,827,700 5,482,076,179

現 金 及 び 預 金 683,910 買 掛 金 16,839,666

完 成 工 事 未 収 入 金 82,965,038 工 事 未 払 金 805,886,592

販 売 用 建 物 1,952,607,910 リ ー ス 債 務 12,484,714

販 売 用 土 地 2,851,139,606 未 払 金 81,501,515

未 成 販 売 用 土 地 32,073,755 未 払 費 用 568,737,969

未 成 工 事 支 出 金 3,253,117,679 未 成 工 事 受 入 金 3,272,536,130

材 料 貯 蔵 品 1,550,867 預 り 金 206,973,864

前 渡 金 108,634,000 未 払 消 費 税 等 193,920,000

前 払 費 用 7,268,173 未 払 法 人 税 等 49,672,100

預 け 金 5,170,021,949 賞 与 引 当 金 253,000,000

未 収 入 金 200,050,292 役 員 賞 与 引 当 金 7,500,000

そ の 他 の 流 動 資 産 16,829,078 完 成 工 事 補 償 引 当 金 13,023,629

貸 倒 引 当 金 -105,114,557

79,248,121

リ ー ス 債 務 19,312,729

2,202,975,605 長 期 未 払 金 12,840,927

1,263,400,314 退 職 給 付 引 当 金 46,620,465

建 物 877,388,753 長 期 敷 金 預 り 474,000

構 築 物 88,267,614

工 具 器 具 備 品 62,881,145

土 地 202,072,359

リ ー ス 資 産 31,797,443 負 債 合 計 5,561,324,300

建 設 仮 勘 定 993,000

（ 純 資 産 の 部 ）

10,213,479,005

36,160,421 300,000,000

施 設 利 用 権 32,246,908

ソ フ ト ウ ェ ア 3,913,513 600,000,000

資 本 準 備 金 600,000,000

903,414,870

関 係 会 社 株 式 60,000,000 9,313,479,005

長 期 貸 付 金 19,586,632 利 益 準 備 金 67,690,000

長 期 前 払 費 用 17,715,594 そ の 他 利 益 剰 余 金 9,245,789,005

繰 延 税 金 資 産 220,508,000 繰 越 利 益 剰 余 金 9,245,789,005

敷 金 及 び 保 証 金 560,699,644 （ 内 当 期 純 利 益 ） （1,068,031,074）

そ の 他 の 投 資 24,905,000

純 資 産 合 計 10,213,479,005

資 産 合 計 15,774,803,305 負 債 及 び 純 資 産 合 計 15,774,803,305
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1 . 重要な会計方針に係る事項に関する注記

１) 有価証券の評価の方法

・子会社株式及び
      関連会社株式 移動平均法に基づく原価法

2) 棚卸資産の評価の方法
・販売用建物 総平均法に基づく原価法
・販売用土地 個別法に基づく低価法
・未成販売用土地 個別法に基づく低価法
・材料貯蔵品 総平均法の基づく原価法
貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

3) 固定資産の減価償却の方法
・有形固定資産 定額法を採用している。
・無形固定資産 定額法を採用している。 自社利用のソフトウェアについては、社内に
　　 おける見込利用可能期限（６年）に基づいている。

・リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産リース期間を
　　 耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

4) 引当金の計上基準
・貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒

実績率により、 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

・賞与引当金 従業員賞与（使用人兼務取締役の使用人分を含む）の支給に充てる
ため、期末（*）直前支給額を基礎とした見積額を計上している。

・役員賞与引当金 役員に対する賞与の支給に備えるため、 支給見込額に基づき計上し
ている。

・完成工事補償引当金 ユニット住宅の法律で要求される保証についての補修に備えるため、
過去2年の実績率により計上している。

・退職給付引当金 従業員退職金及び役員退職慰労の支給に充てるため、従業員分につ
いては当期末（*）における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき計上している。  また、役員分については内規に基づき計算された
金額の全額を計上している。
退職給付債務の算定にあたり、 退職給付見込額を当事業年度末迄の
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっている。
数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数 （５年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌期から費用処理している。
（*）中間決算時は、期末→上半期末に読み替える

5) 収益及び費用の計上基準
・商品及び製品等の販売に係る収益
　商品等の販売は主に、分譲土地や建売住宅等の販売である。これらの商品等の販売は、引渡時点におい
て顧客が当該商品等に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識して
いる。

・工事契約に係る収益
　工事契約は主に、ユニット住宅の製造、施工、販売、リフォーム等の請負契約等の建設工事を行う義務で
ある。これらの工事契約は、当社の義務の履行により資産が創出されるに従い、顧客が当該資産を支払い
する事から、当該履行義務は一定期間にわたり充足されてる履行義務であり、契約による工事の進捗に応
じて充足される為、工事の進捗度に応じて収益を計上している。なお、履行義務の充足に係る進捗率の見
積の方法は、主として発生原価に基づくインプット法によっている。 ただし、契約における取引開始日から
完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を
認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識している。

・サービス及びその他の販売に係る収益
　サービスおよびその他の販売は主に、住宅事業における仲介・斡旋手数料、住生活サービス事業等や商
品及び商品の販売に関連した保守サービス等である。履行義務が一時点で充足される場合にはサービス
提供完了時点において一定期間にわたり充足される場合にはサービス提供期間にわたり定額で、又は進捗
度に応じて収益を認識している。

6) リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

7) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

8) 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用している。

『 個 別 注 記 表  』
セキスイハイム中四国株式会社　　


